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新焼却施設環境影響評価事後調査業務委託 

仕様書 

 

この仕様書は、松戸市（以下、「委託者」という。）が発注する下記の業務に関して、受託者が当該

業務を履行するために必要な事項を定めるものとする。 

１ 委託名称 

新焼却施設環境影響評価事後調査業務委託 

２ 委託場所 

千葉県松戸市高柳新田 37 番地外 

３ 業務目的 

本業務は、千葉県環境影響評価条例に基づき作成した『（仮称）松戸市エネルギー回収型廃

棄物処理施設環境影響評価書（令和８年９月）』（以下、「評価書」という。）に記載された監視

計画を基に事後調査を実施するとともに、「松戸市新焼却施設整備事業」を実施する民間事業

者（以下、「事業者」という。）が行う整備及び運営維持管理に関し、環境保全の措置が履行さ

れていることを確認し、周辺環境への影響の回避・低減を図るため、実施するものである。 

４ 履行期間 

契約締結日の翌日から令和 18 年 3 月 31 日まで 

５ 業務内容 

(1) 計画準備 

業務の実施に先立ち、業務実施体制の構築及び工程計画を立案するほか、業務全般を見通

し、調査の要点を確認し、実施方針等を記載した業務計画書を速やかに提出する。また、本

業務の実施にあたっては評価書の内容を十分に把握すること。 

(2) 事後調査計画策定（施工時：令和 8 年度、供用時：令和 15 年度） 

事後調査の実施に先立ち、事業者より提出される施工計画書に基づき、詳細な施工時の事

後調査計画書を作成する。また、施設の運転計画等に基づき、詳細な供用時の事後調査計画

書を作成する。 

なお、施工時の事後調査は工事進捗等に左右されるため、最も適切な時期に事後調査が実

施されるよう、契約図書に定められた範囲内において受託者に対する指示、承諾又は協議等

の職務を行う者（以下、「監督職員」という。）との協議により適宜見直しを行う。 

(3) 事後調査の実施（施工時：令和 8年度から令和 15 年度まで） 

ア 現地調査 

施工時の事後調査の項目及び方法等は、表１に示すとおりとする。なお、調査対象項

目ごとに、参考として「実施年度（予定）」を記載しているが、工事の設計や進捗によ

り前後することがあるため、詳細については監督職員との協議により決定するものと

する。 

但し、令和 8 年度水文環境調査については令和 9 年 1 月 31 日までに完了させること
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とする。 

イ 工事及び環境保全措置の実施状況調査 

資料の収集・整理、聞き取り、現地踏査等により、評価書において策定した環境保全

措置が実施されていることを確認する。また、併せて工事の実施状況を把握する。 

 

表１ 施工時における事後調査の項目及び方法等 

事後調査の項目 事後調査の手法等 参考実施 

年度 

（予定） 
環境要素 活動要素 対象項目 調査地点等 調査の手法 調査期間 

大気質 
建設機械

の稼働 

粉じん 

（降下ば

いじん） 

敷地境界付

近の４地点

(図1) 

「衛生試験法・注解2020」の

重量法（ダストジャーによる

採取）による現地調査 

施工期間において影響

が最大となる工種の実

施期間内の１か月 

令和１１年度 

水質 
工事の 

実施 

濁度及び

水素イオ

ン濃度 

沈砂池出口 
濁度計及び水素イオン濃度計

による調査注１） 

施工期間において影響

が最大となる工種の実

施期間内の１日間 

（濁水等排水時） 

令和１１年度 

浮遊物質

量及び水

素イオン

濃度 

現況調査を

行った２地

点(図2) 

「水質汚濁に係る環境基準に

ついて」（昭和46年12月 環境

庁告示第59号）による現地調

査 

施工期間中の濁水等排

水時に１回 

令和１１年度 

水文環境 
工事の 

実施 
地下水位 

地下水の下

流側及び上

流側を含む

３地点(図3) 

自記水位計による計測 

工事開始前１回 

工事開始後から竣工ま

で連続的に監視（１回/

月） 

令和８年度か

ら１５年度ま

での８年間 

騒音及び

超低周波

音 

建設機械

の稼働 

騒音 

レベル 

（LA5） 

敷地境界付

近の４地点

(図1) 

「環境騒音の表示・測定方法

（JIS Z 8731）」による現地調

査 

施工期間において影響

が最大となる時期の１

日間（工事実施時間帯） 

令和１１年度 

工事用車

両の走行 

騒音 

レベル 

（LAeq） 

現況調査を

行った３地

点(図4) 

「環境騒音の表示・測定方法

（JIS Z 8731）」による現地調

査 

工事用車両の走行台数

が最大となる時期の１

日間（工事用車両走行

時間帯） 

令和１２年度 

振動 

建設機械

の稼働 

振動 

レベル 

（L10） 

敷地境界付

近の４地点

(図1) 

「振動レベル測定方法（JIS Z 

8735）」による現地調査 

施工期間において影響

が最大となる時期の１

日間（工事実施時間帯） 

令和１１年度 

工事用車

両の走行 

振動 

レベル 

（L10） 

現況調査を

行った３地

点(図4) 

「振動レベル測定方法（JIS Z 

8735）」による現地調査 

工事用車両の走行台数

が最大となる時期の１

日間（工事用車両走行

時間帯） 

令和１２年度 

動物及び

生態系 

工事の実

施 

ツミの営

巣 

都市計画対

象事業実施

区域内 

樹林内を任意に踏査し、個体

の確認及び営巣状況を把握 

施工前の営巣期（４月

～６月頃）に１回 

令和９年度 

注１）工事の実施前に濁度と浮遊物質量との相関を実験により把握のうえ調査する。 

 

  



−3− 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 大気質、騒音及び超低周波音、振動調査地点 敷地境界付近の４地点 

  

   都市計画対象事業実施区域 
   調査地点 
※この図は国⼟地理院発⾏の地形図（⽩地図）を 
加⼯して作成したものである。 

地点 1 

地点 2 

地点 3 

地点 4 
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図 2 水質調査地点 現況調査を行った２地点 

 

  

地点 1 

地点 2 

   都市計画対象事業実施区域 
   調査地点 
   河川・⽔路 
   排⽔箇所（想定） 
   河川の流れ⽅向 
※この図は国⼟地理院発⾏の地形図（⽩地図）を 
加⼯して作成したものである。 
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図 3 水文環境調査地点 地下水の下流側及び上流側を含む３地点 

 

 

 

 

 

  

   都市計画対象事業実施区域 
   調査地点 
※この図は国⼟地理院発⾏の地形図（⽩地図）を 
加⼯して作成したものである。 

地点 1 

地点 2 

地点 3 
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図 4 騒音及び超低周波音、振動調査地点 現況調査を行った３地点 

 

  

地点 1 
地点 2 

地点 3 

   都市計画対象事業実施区域 
   調査地点 
   主な搬出⼊ルート 
※この図は国⼟地理院発⾏の地形図（⽩地図）を 
加⼯して作成したものである。 
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(4)事後調査の実施（供用時：令和 15 年度から令和 16 年度まで） 

※供用開始：令和 15 年 12 月予定 

ア 現地調査 

供用時における事後調査の項目及び方法等は、評価書に基づき表２に示すとおりとす

る。 

イ 施設の稼働状況及び環境保全措置の実施状況調査 

資料の収集・整理、聞き取り、現地踏査等により、評価書において策定した環境保全

措置が実施されていることを確認する。また、併せて施設の稼働状況を把握する。 

 

表２ 供用時における事後調査の項目及び方法等 

事後調査の項目 事後調査の手法等 

環境要素 活動要素 対象項目 調査地点等 調査の手法 調査期間 

大気質 
ばい煙の発

生 

二酸化硫黄 
窒素酸化物 
浮遊粒子状物質 
塩化水素 
水銀 

ダイオキシン類 

二酸化硫黄等の最

大着地点付近(図

5) 

各マニュアル等に準拠し

た現地調査 

事業活動が定常となった
時期から１年間 

（４季、各７日間） 

水文環境 施設の存在 地下水位 

地下水の下流側及

び上流側を含む３

地点(図3) 

自記水位計による計測 
供用開始後１年間で連続

的に監視（１回/月） 

騒音及び

超低周波

音 

騒音の発生 
騒音レベル 

（LA5） 

敷地境界付近の４

地点(図1) 

「環境騒音の表示・測定方

法（JIS Z 8731）」による現

地調査 

事業活動が定常となった

時期の１日間 

超低周波音

の発生 

超低周波音 

（G特性音圧レ

ベル（LG5等）） 

現況調査を行った

４地点(図4) 

「低周波音の測定方法に

関するマニュアル」（平成

12年10月、環境庁）等によ

る現地調査 

事業活動が定常となった

時期の１日間 

振動 
建設機械の

稼働 

振動レベル 

（L10） 

敷地境界付近の４

地点(図1) 

「振動レベル測定方法

（JIS Z 8735）」による現

地調査 

事業活動が定常となった

時期の１日間 

悪臭 悪臭の発生 

特定悪臭物質、 

臭気指数（臭気

濃度） 

風上・風下側敷地

境界計２地点(図

6) 

「特定悪臭物質の測定の

方法」（昭和47年５月 環

境庁告示第９号）、三点比

較式臭袋法による現地調

査 

事業活動が定常となった

時期の夏季に１回及び休

炉時に１回 
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図 5 大気質調査地点 二酸化硫黄等の最大着地点付近 

 

 

 

 

  

   都市計画対象事業実施区域 
   調査地点 
※この図は国⼟地理院発⾏の地形図（⽩地図）を 
加⼯して作成したものである。 

地点 1 
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図 6 悪臭調査地点 風上・風下側敷地境界計２地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   都市計画対象事業実施区域 
   調査地点 
※この図は国⼟地理院発⾏の地形図（⽩地図）を 
加⼯して作成したものである。 

地点 1 

地点 2 
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(5) 報告書の作成 

千葉県環境影響評価条例第４０条第１項、千葉県環境影響評価条例施行規則第６９条の２

に基づき、千葉県へ提出する事後調査報告書を「施工時編」及び「供用時編」ごとに作成す

る。また、電子縦覧に対応したファイル（ＰＤＦファイル）を合わせて作成する。 

事後調査報告書の作成に際しては、千葉県環境影響評価条例関係書類作成の手引に準拠し、

現地調査結果、工事や施設稼働状況、環境保全措置の実施状況について整理するとともに、

事後調査結果と評価書の予測結果を比較検討し、予測の妥当性や、環境保全措置による環境

影響の低減の効果を検証するものとする。 

(6) 協議、打ち合わせ 

受託者は、業務の遂行上、委託者と綿密な連絡を取り、協議、打合せを行うこと。また、

関係機関との協議が必要な時、または協議を求められた場合は、誠意を持ってこれに協力す

るものとする。そして、協議、打合せに際し、議事録を作成し、これを委託者に確認後、提出

しなければならない。 

６ 提出書類及び業務報告書（成果品） 

受託者は、業務の着手前に業務従事者の資格や必要な書類を提出するとともに、下記に示

す提出書類、及び業務報告書（成果品）を委託期間内に提出するものとする。 

報告書の取り纏めにあたっては、監督職員の承諾を得た上で取り纏めること。 

受託者は、次の成果品を委託期間内に提出し、検査を受けるものとする。 

なお、成果品の取り纏めにあたり、著作権の侵害ほか、関係法令に抵触することのないよ

う、確実な照査を実施すること。 

(1) 業務着手時 

ア 業務工程表 

イ 管理技術者届、照査技術者届（資格保有者等を証明する書類を添付すること） 

ウ 業務計画書（照査計画書も含む） 

（業務実施体制、スケジュール、業務実施責任者経歴、業務従事者名簿、緊急連絡体

制、その他必要事項を記載） 

エ その他必要な書類（本市が指示するもの） 

(2) 中間出来高検査時 

ア 年度の業務報告書（成果品） 

イ その他必要な書類（本市が指示するもの） 

(3) 業務完了時 

ア 業務完了届出書 

イ 業務内容に記した書類、資料の完成品（紙媒体及び電子データ含む） 

ウ その他必要な書類（本市が指示するもの） 

(4) 成果品 

ア 事後調査計画書（施工時編）      Ａ４版   製本   ２０部 
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イ 事後調査計画書（供用時編）     Ａ４版   製本   ２０部 

ウ 事後調査中間報告書（施工時編） Ａ４版   製本   ２０部 

エ 事後調査報告書（施工時編）     Ａ４版 くるみ製本 ５０部 

オ 事後調査報告書（供用時編）     Ａ４版 くるみ製本 ５０部 

カ 調査結果データ、計量証明書、調査写真帳、調査現場野帳など  一式 

キ 打ち合わせ議事録等  一式 

ク 上記の原稿及び電子データ  一式（ＣＤ－Ｒ） 

※ＣＤ－Ｒにて提出するデータはＷｏｒｄ、ＥｘｃｅｌおよびＰＤＦ形式を基本とする。 

※上記報告書の作成の前に、測定項目ごとに速報値を提出すること。 

※ウ 事後調査中間報告書（施工時編）については、令和 8 年度から 14 年度に毎年提

出すること 

※オ 事後調査報告書（供用時編）については、令和 15 年度の供用開始時の調査結果

を含め令和 16 年度にまとめて提出すること。 

    納品場所 清掃施設整備課とする。 

７ 業務における留意事項 

貸与資料 

（仮称）松戸市エネルギー回収型廃棄物処理施設環境影響評価書（令和８年９月） 

 

８ 一括再委託等の禁止 

（１）受託者は、業務の全部を一括して、又は市が指定した主たる業務を第三者に委任し、又

は請け負わせてはならない。環境影響評価業務の現地調査、その他の業務における各種調査

を再委託する場合は、あらかじめ、書面により市の承諾を得ること。 

（２）委託者は、受託者に対して、業務の一部を委任し、又は請け負わせた者の商号又は名称

その他必要な事項の通知を請求することができるものとする。 

（３）委託者は、業務の実施に当たって、著しく不適当であると認められる再委託先について、

交代を命ずることがある。この場合、受託者は、直ちに必要な措置を講じること。 

９ 関係法令等の遵守 

受託者は、本業務の遂行に当たり、次の関係法令等を遵守しなければならない。 

（１）環境基本法（平成五年 法律第九十一号） 

（２）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年 法律第百三十七号） 

（３）ダイオキシン類対策特別措置法（平成十一年 法律第百五号） 

（４）大気汚染防止法（昭和四十三年 法律第九十七号） 

（５）水質汚濁防止法（昭和四十五年 法律第百三十八号） 

（６）騒音規制法（昭和四十三年 法律第九十八号） 

（７）振動規制法（昭和五十一年 法律第六十四号） 

（８）悪臭防止法（昭和四十六年 法律第九十一号） 
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（９）千葉県環境影響評価条例(平成十年 条例第二十六号) 

（１０）千葉県環境影響評価施行規則（平成十年 規則第九十三号） 

（１１）個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号） 

（１２）行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（ 平成十五年法律第五十八号） 

（１３）その他、関連する諸法令、関係通知及び諸基準 

１０ その他 

（１）委託者は、受託者の業務履行状況を不適当と認めた場合は、その理由を明示し業務の改

善を受託者に求めることができる。 

（２）受託者は、業務の履行に伴って事故が生じた場合には、直ちに委託者及び所轄警察署そ

の他関係機関に報告するとともに 応急処置を講ずるものとする。 

（３）受託者は、この業務の履行に当たり、委託者又は第三者に損害を及ぼした場合は、委託

者の責に起因する事由による場合を除いて、その損害賠償の責を負わなければならない。 

（４）受託者は、常にコンサルタントとしての中立性を堅持するように努めなければならない。 

（５）受託者は、業務を行うに当っては公共の安全、環境の保全、その他の公益を害すること

の無いように努めなければならない。 

（６）本業務の実施に当たって必要となる行政資料は、必要に応じて協議の上、委託者が貸与

するものとする。 

（７）受託者は、業務の遂行上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。また、業務に当

たっての資料及び成果物は、全て委託者に帰属するものとし、委託者の許可なくして公表、

貸与、複写及び他の目的に使用してはならない。契約終了後も同様とする。  

（８）受託者は、業務の進捗状況を管理するとともに、委託者の要求に応じ進捗状況の報告を

行うものとする。 

（９）受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、業務実施についての個人情報の取扱いに

当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、関係法令のほか、発注者が別途定

める取扱いに基づき、個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止その他の個人情報の

適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（１０）この仕様書に定めのない事項及び疑義の生じた事項への対応については、委託者と受

託者とがその都度協議の上、決定するものとする。 

（１１）本仕様書の記載事項に疑義が生じた場合には、受託者は本市と十分な打合せ又は協議

を行って、業務の遂行に支障のないように努めなければならない。 

（１２）受託者は、業務完了後所定の手続きを経て、本市の検査を受けるものとする。本業務

は、本市の合格検査をもって完了とするが、納入品、成果品に記入漏れ、不備又は誤りが発

見された場合、受託者は責任をもって速やかに訂正のうえ納品するものとする。 

                                         以上 
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